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令和７年度開始の新たな安全性検査制度 

安全検査部 志藤博克 

はじめに 

安全性検査の前身となる安全鑑定が 1976 年に始まって以来、主な農業機械の安全性は着実に向上

してきたが、農作業死亡事故に占める農業機械による事故の割合は 64％と依然として高止まりの状態

にある１）。農作業事故は、機械に関わる要因だけでなく、事故現場の環境に関わる要因、人に関わる

要因、安全な作業を行うためのルールの有無・適否といった安全管理上の要因が重なって生じること

から、農業機械の安全性だけを高めても、その他の要因が改善されなければ事故を減らすことは困難

である。そこで、農林水産省では 2021 年から農業者、学識経験者、農業機械メーカー、業界団体、農

研機構から構成する「農作業安全検討会」を立ち上げ、様々な切り口から農作業事故低減に向けた検

討が行われてきた。この中で、安全性検査制度の見直しについても議論されてきた。ここでは、来年

度から新たに開始される安全性検査の概要について紹介する。

１．対象機種と検査基準の主な強化点 

１）対象機種

来年度から検査対象となるのは以下の５機種である。

 農用トラクター（乗用型）

 農用トラクター（歩行型）

 コンバイン（自脱型）

 田植機

 乾燥機（穀物用循環型）

上記のうち、農用トラクター（歩行型）については、車軸耕うん型は除かれる。田植機につい

ては乗用型に限定する。また、乾燥機については、作業主任者の設置が必要なものは除かれる。 

これまで安全装備検査の基準は全機種共通であったため、機種によって適用すべき基準がわか

りづらい部分があった。新たな制度では機種ごとに基準を設けたため、こういった問題が解決さ

れ、依頼者にとってもわかりやすくなった。

２）各機種の主な基準の強化点

農用トラクター（乗用型）では、シートベルトリマインダーと PTO インターロックの装備を新

たに求めている。前者は、トラクターが転倒した際に運転者がシートベルトを未装着であったが

ために、車外に投げ出され、トラクターの下敷きになる事故事例が多いことへの対応となる。PTO

インターロックは、作業中に PTO を止めずに降車し、トラクター周辺で作業している際に作業

機に巻き込まれる事故が多発していることを受けての処置である。PTO インターロックは PTO

を止めずに席を離れた場合、7 秒以内に PTO への動力が遮断される装置である。飼料調製用機械
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であるミキサーフィーダのように、降車した状態で作業機を駆動する必要が生じる場面もあるこ

とから、必要な場合に PTO インターロックを無効化するインテンション装置を装備することも

併せて基準に盛り込んでいる。

農用トラクター（歩行型）では、ハンドルを回動できるタイプにおいて、ハンドルを正規の前

進方向とは逆向きに回動したときに、機械の最高速度を基準値以下に自動でけん制する構造を求

めている。これは、ハンドルを逆方向に回動すると、作業者にとっての後進方向にハンドルが正

規の状態のときの前進方向の最高速度が出せる状態となり、思わず速い速度で後進してしまった

ために機械にひかれたり、背後の障害物との間に挟まれる事故を防ぐための措置である。

コンバイン（自脱型）については、作用部インターロックの装備を求めている。これは、作用

部（コンバインについては、刈取部や搬送部等）を駆動した状態で降車し、詰まりなどを取り除

く作業を行った際に手腕部を巻き込まれるといった事故を防ぐための装置であり、運転者の離席

を検知すると 7 秒以内に作業部への動力を遮断する装置である。手こぎ作業を行う場合のために、

作用部インターロックを無効化するインテンション装置の装備も併せて求めている。コンバイン

（自脱型）のインテンション装置としては、2013 年に国内コンバインメーカー各社と農研機構で

共同開発した「手こぎ部の緊急即時停止装置」が該当する。

田植機についても作用部インターロックの装備を求めている。田植機では、作用部（田植機で

は植付部など）を動かしまま清掃などを行っている際に、夾雑物を取り除こうとして手を挟まれ

る事故を防ぐための措置である。コンバイン（自脱型）と同様、運転者の離席を検知すると 7 秒

以内に作用部への動力を遮断する。

いずれの検査基準も令和 6 年度までの 2019 年基準をベースにしており、上記以外の部分につ

いても全体的に強化が図られている。

２．安全性検査対象以外の機種への対応 

安全性検査対象以外の機種については、一般性能試験をこれまで以上に活用し、安全レベルの向

上を図ることとしている。一般性能試験は安全性検査と同様、農研機構法に定められた制度であり、

農業機械の改良及び普及に資することを目的として、農業機械の性能、構造、取扱性、安全性及び

耐久性等のうち任意の項目について依頼者の要望に応じて行う制度である。一般性能試験を利用す

ることにより、依頼者には以下のようなメリットが生じる。

 合否判定結果を公表しないので、依頼者は結果が外部に公表されることを気にせずに受験で

きる。

 令和６年度までの安全性検査基準への適合性を確認された型式については、合格証票の貼付

ができない代わりに、それを証明する成績書を依頼者に発行。成績書は公的証明として利用

可能。

 検査基準に適合していない部分に対して、具体的にどのような対策が必要であるか、アドバ

イスが受けられる。

このことについて周知を図り、農機メーカー各社に積極的な利用を働きかけてゆく。
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３．受検しやすさの向上 

検査基準の強化を図る一方、受検に際しての手続きの簡略化などの依頼者の負担軽減についても

以下のような見直しを行った。

１） 安全キャブ・フレーム検査における強度試験の省略条件を拡充

「EC 指令安全キャブ・フレームテストコード＊に基づくテストを受けた農業機械」を追加

２） 手数料の減額

 安全キャブ・フレーム検査の企業内実施を新設し、手数料を減額

 構造変更の審査で、実機確認をした型式と同様の構造・装備を有する型式（シリーズ機、

OEM 機）に対する手数料の無償化

３） 依頼者の負担軽減

 市販化前生産機での受検を導入

 検査基準の解説・Q&A を追加、判定事例を公表

 実機確認型式と同等の構造・装備を有するシリーズ機等の受検時の提出書類を簡素化

 年度末・年度当初の受検申し込みができない期間を 1 カ月半から２週間に短縮

４．新たな安全性検査制度を巡る動き

農林水産省では、令和７年４月以降に新たに発売された型式を補助事業等により導入する場合、

安全性検査合格機から選択することを要件化した。また、JA 共済連では、これまでも自動車共済に

おいて安全席検査合格機に対して共済掛金を９％割り引く制度を運用してきたが、来年度からはこ

れに加えて、一般性能試験で R６年度までの安全装備検査基準への適合性が確認されたものも新た

に対象となった。

ここでの説明は割愛するが、新たな安全性検査制度では検査結果や基準等の改善に向けた検討を

依頼者と農研機構で行うテーブルも設けられている。単に基準に適合しているかいないかだけに終

始するのではなく、実際に農作業事故を減らすために効果が期待できる方策について、農機業界、

行政とともに考え、生み出していきたいと考えている。

参考文献 

１ ） 令 和 ４ 年 に 発 生 し た 農 作 業 死 亡 事 故 の 概 要 ： 農 林 水 産 省 、 2024 年 、

https://www.maff.go.jp/j/press/nousan/sizai/240222.html 
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両正条田植機と直交機械除草技術の開発動向

無人化農作業研究領域 重松健太、山田祐一、吉田隆延、津田直人、千葉大基 

はじめに 

 農林水産省が策定したみどりの食料システム戦略では 2050年までに有機農業の取組面積を 100万 ha

に拡大する目標が掲げられている。現状の有機農業取組面積が 2.5 万 ha 程度であることから、大幅な

拡大が必要である。面積拡大における課題の一つが雑草防除であり、栽培面積が大きな水稲において効

率的な雑草防除技術を確立することが重要である。雑草防除技術としては、主に機械除草が使用されて

いる。しかし、除草ロータが効果的に作用する条間に対して、稲株への損傷回避のために補助的なレー

キ等を使わざるを得ない株間の除草効果が低いことが課題となっている。雑草量の多いほ場では取り残

した雑草を手取りする必要があり、面積拡大の阻害要因となっている。 

直交機械除草の提案と両正条田植機の開発 

そこで、株間でも効果的な除草が可能な直交機械除草体系を提案するとともに、これを実現する両正

条田植機の開発を行っている。両正条田植機は田植機の作業方向と直交する方向にも苗を整列させ、ほ

場全体で碁盤目状に苗を移植でる田植機である。これにより、機械除草機が田植機の作業方向だけでな

く、その直交方向にも作業可能となり、株間の除草効果向上が期待できる。両正条田植機の開発では

機械除草機の除草ロータと苗の接触を避けるため、植付位置精度±3cm(2σ)以内を開発目標とした。 

両正条田植機の開発状況 

クラスター事業において、みのる産業株式会社と共同でポット苗両正条田植機の開発を行った。試

作ベース機のポット苗田植機（RXG800D）は、株間を変更できる HST（油圧無段変速機）を具備してい

る。RTK-GNSS 受信機から取得する測位情報を基に、植付爪が目標角度となるように HSTの変速比を調

整し、意図した位置に苗を移植する両正条制御技術を開発し、受信機と共に試作機に搭載した。附属

農場で行った植付位置精度試験では目標値を達成することを確認した。 

また、ポット苗両正条田植機の開発と平行して、両正条田植えほ場の直交機械除草技術の実証用

に、ポット苗田植機と車体が共通であるクボタ社製マット苗田植機をベースに、マット苗両正条田植

機の試作機を製作した。マット苗試作機でも目標とする植付位置精度に達しており、全国各地で実施

している直交機械除草技術の実証試験で使用されている。 

両正条田植ほ場における直交機械除草技術の開発状況 

 連年の有機水稲栽培を行い、雑草が多発するほ場において、マット苗試作機を用いて移植し、3回

の除草のうち、すべて移植作業方向と同じ方向で行う従来除草体系と移植作業方向、直交方向、移植

作業方向と交互に作業する直交除草体系を比較する除草試験を行った。その結果、直交除草体系で

は、株間、株元の残存雑草量が少なくなり、除草効果が高くなることを確認できた。さらに、2 回目

の直交方向の除草を「水稲有機栽培の手引き」で提示する除草推奨時期より数日早くすることで、除

草効果が向上することを確認した。この試験区の除草率は 2年連続で 90％以上であった。 
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籾殻燃焼装置を核とした CO2ゼロエミッション化への取組 

 

無人化農作業研究領域 土師健 

 

はじめに 

みどりの食料システム戦略に掲げられた 2050年までに農林水産業の CO2ゼロエミッション化の達成

に向けては、CO2の排出削減（省エネ化、電動化など）と貯留（バイオ炭、植林、風化促進など）の両

輪の活動が重要とされている。水稲乾燥調製施設においては多量の灯油を消費するとともに、籾摺り

で発生する籾殻の処分に苦慮しており、以前から熱源としての有効利用や減容化のニーズがあった。

そこで、本研究では静岡製機（株）と共同で開発した人体に有害な結晶質シリカを抑制可能な籾殻燃

焼装置を生産者乾燥調製施設に設置し、乾燥工程における灯油使用量の削減と燃焼により発生した籾

殻燃焼灰の土作り等への利用に関する実証を行った。 

１．乾燥工程における灯油使用量の削減 

生産者（水稲作付面積約 40ha）の乾燥調製施設（55石乾燥機２台、40石乾燥機１台）に籾殻燃焼

装置を設置し、籾殻燃焼装置と既存の 55石の循環式乾燥機２台を組み合わせた乾燥システムを構築し

た。このシステムは籾殻燃焼装置から循環式乾燥機へ供給する温風配管に自動風量調節ダンパーを設

け、循環式乾燥機の運転状況に応じて必要な温風を供給する。そのため、循環式乾燥機の灯油バーナ

ーを使用することなく籾殻の燃焼熱のみで乾燥が可能となっている。2024年は延べ 48回、総張込量

130.5t（平均籾水分 17.2％）乾燥で 991Lの灯油を削減した。 

２．籾殻燃焼灰の土作り等への利用 

 籾殻燃焼装置での燃焼により発生する籾殻燃焼灰は難分解性炭素（微生物に分解されにくい）約

20％、可溶性ケイ酸約 50％を含有し、かさ密度約 0.1kg/L、pH10であり、これらの物性を生かした利

用方法を検討した。そのうち水稲育苗培土への利用では培土と籾殻燃焼灰を混合し育苗箱の床土とし

て育苗を行った（覆土は培土）。その結果、苗長に若干差が出たものの、床土は籾殻燃焼灰のみでも育

苗が可能で、機械移植に問題なく用いることができる十分な根張り強度があった。ほ場への施用効果

ではキャベツ、タマネギ、白ネギを対象に土壌及び生育への効果を調査した。籾殻燃焼灰施用量が多

いほど固相率が低く推移し、透水性、C/N 比が高くなることを確認した。一方で、生育収量への効果

は判然としなかった。また 100PS級トラクタと籾殻散布装置を用いて籾殻燃焼灰 2.3tを水田へ散布し

た際の所要時間は約 2.3時間で、CO2貯留量は約 1.1t であった。 

おわりに 

今後も CO2ゼロエミッション化の達成に向けて乾燥工程における灯油使用量の削減と籾殻燃焼灰の

土作り等への利用について取り組みを継続する予定としている。なお、本報告は農林水産省穀物グリ

ーン化転換推進事業（籾殻利用循環型生産技術体系実証）において、静岡製機（株）、（株）市郎兵衛

農園、静岡県農林技術研究所と共同で実施した研究成果である。 
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ドローンを活用するイチゴの生育観測手法 

坪田将吾、深津時広、嘉瀬井祥太、西川純、 

吉永慶太、坂田遼太、関隼人、小林研、吉田隆延 

はじめに 

我が国のイチゴ生産は温室を利用した促成栽培が主流で、冬季の暖房に多くのコストがかかること

に加え、栽培管理や収穫に多くの人手がかかっている。資材費の高騰や人手不足が進む中、生産基盤

の弱体化を阻止する手段として、作物の生育データに基づいた生産の効率化が挙げられる。農研機構

では、早期生育診断に繋がる有効な生育データとして生長点付近の生長情報に着目し、これらをドロ

ーンで省力的に観測する手法を開発したので報告する。 

１． ドローンのダウンウォッシュを活用する生長点付近の観測手法 

イチゴの株に上方から風速 6 m/s 程度の気流を加えることで、生長点を覆う葉が外側に 30mm 程度動

かされ、茎を損傷することなく生長点付近の観測ができることを明らかにした。また、一般的な小型ド

ローンのダウンウォッシュは 4 つのプロペラの内側に集約しており、距離によって風速が減衰すること

がわかった。このため、機体中央が作物列の直上になるように飛行し、高度によって株に加える風速を

コントロールすることで群落内に隠れている生長点をドローンで観測できることを明らかにした。 

２．株の個体識別技術による生長の時系列計測 

 作物列上を飛行しながら撮影した映像中に順々に映り込んだ株を AI で検出し、カウントすること

で、作物列内の株を個体識別し、ID を付与して株ごとの画像を記録する画像処理手法を開発した。時

系列で記録した同一株の画像を比較することで、促成栽培イチゴの重要な生育指標である若葉の発生

頻度や、日ごとの収穫数予測を実現する果房の出蕾を省力的に観察することが可能となった。特に株

ごとの果房の出蕾日については、画像処理によって 2～3日程度の誤差で計測できることを生産現場で

実証した。 

おわりに 

 現在、これらの開発手法を基に、経験に左右されることなく誰もが効率的なイチゴ生産を行える技

術を目指し、温室内でのドローンの自動飛行による生育診断システムの開発を進めている。 

参考文献 

１）促成栽培イチゴの生育診断に資する生体計測手法、坪田ら、農食工誌 84(4) 229-237 2022.7

２）促成栽培イチゴの生育診断に資する生体計測手法、坪田ら、農食工誌 84(5) 321-331 2022.9
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ロボット農機の安全性に関する研究・検査・国際標準化活動の紹介

システム安全工学研究領域 紺屋秀之、松本将大、菊池豊、西川純、田中正浩、小林慶彦、向霄涵

安全検査部 川瀨芳順 

はじめに 

ロボットトラクター等のほ場作業を行うロボット農機は、スマート農業実証プロジェクトをはじめ

として全国各地で実証試験等が実施されており、使用者がほ場周辺で目視監視するロボット農機につ

いては既に市販され普及へと移行している段階である。一方で、将来的な社会実装や普及拡大におい

て解決すべき重要な課題の一つが安全性であり、農研機構ではロボット農機の安全性に関する研究や

安全性の検査、国際標準化活動に取り組んでおり、以下にその概要について紹介する。 

１．ロボット農機の人・障害物センサの検出精度に影響を与える環境要因の解明 

ロボット農機に搭載される人・障害物センサについて、各種自然環境（降雨、逆光、霧、土埃）を

屋内で再現し試験を行った結果、降雨条件では供試した全てのセンサにおいて検出精度への影響が少

ないのに対し、逆光条件ではカメラ、霧条件下では 2DLiDARにおいて検出精度への影響が大きくな

り、多様な環境に対応するためには複数のセンサの組み合わせが適当であることが明らかとなった。 

２．ロボット農機検査 

農研機構では、ロボット農機（対象機種：トラクター、田植機、コンバイン、乾燥機）の安全性を

評価するロボット農機検査を実施している。検査項目としては、自動運転に必要な各種安全装置・シ

ステムの機能や人・障害物検出機能等の確認試験がある。これまでに 4機種 17型式を認証し安全なロ

ボット農機の開発・普及に貢献してきている（2025年 2月時点）。 

３．国際標準化活動 

農研機構が実施しているロボット農機検査を国際規格 ISOに反映する国際標準化活動を 2021年度か

ら行ってきた。国際規格策定会議において掲載を提案し協議を重ねた結果、農研機構のロボット農機

の安全性検査の実績は国際的にも評価され、ロボット農機の安全性に関する国際規格である ISO1849

7:2024 に、農研機構が策定したロボット・自動化農機検査の主要な実施方法と基準が掲載された。今

後、海外の農機メーカーが、日本向けのロボット農機の製造・販売を検討する際に、農研機構の検査

基準が考慮されることや、日本の農機メーカーによるロボット農機輸出への貢献が期待される。 

おわりに 

今後、更に高度な技術水準が必要な遠隔監視型のロボット農機の研究開発が進められ社会実装が見

込まれる。安全性の高いロボット農機の開発及び普及の促進に貢献するためにロボット農機の安全性

に関する研究に取組み、研究成果を元に検査の拡充や国際標準化を図っていく予定である。 

参考文献 

１）ISO 18497-4:2024 Agricultural machinery and tractors — Safety of partially automated,

semi-autonomous and autonomous machinery — Part 4: Verification methods and validation 

principles 
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アシストスーツに関する世界動向と評価・設計手法の開発 

 

システム安全工学研究領域 田中正浩、向霄涵、菊池豊 

 

はじめに 

スマート農業技術活用促進法が定めるスマート農業技術の一つであるアシストスーツの普及が進め

られている。公的研究機関である農機研に対しては、生産者からは農作業に適合する製品の選定方法

を、製造者からは農作業用アシストスーツの設計及び評価を、業界団体からは国際標準化への参画が

求められてきた。本研究では、アシストスーツの製品分類、農作業における代表的なユースケースお

よび危険事象を整理し、業界と連携して我が国の規格と合わせてその一部を国際規格 ISO13482（サー

ビスロボット安全）に提案するとともに、アシストスーツの身体負荷軽減効果の評価手法を開発し、

製品の性能向上に寄与する V＆V製品開発プロセスへの適用性を確認した。 

１．アシストスーツの世界動向と国際標準化 

TC299（ロボティクス）/WG2（安全）において ISO13482 の改訂が進んでおり、日本は国内の規格群

と製品事情の反映に取り組んでいる。アシストスーツについて、農作業のユースケースや危険事象、

腰部負担指標、世界中の製品例や評価手法、人間の関節許容値等に関する文献を整理し提案した。 

２．アシストスーツの身体負荷軽減効果の評価手法の開発 

 アシストトルク（N・ｍ）と生体力学モデルを組み合わせた開発した腰部負荷軽減効果の評価手法は、

任意の作業者の関節トルクや椎間板圧縮力の軽減効果を推定できるほか、腰部の筋疲労モデルを適用す

ることで、アシストスーツを用いて重量物の持ち上げを繰り返し行った際の腰部疲労の軽減効果の経時

変化を推定することができる。市販のアシストスーツでは９分後に 7.2%の疲労軽減効果が見込まれた。 

３．開発した評価手法の V＆V（検証と妥当性確認）製品開発プロセスへの適用 

開発した評価手法は、アシストトルクを用いて製品の設計から評価に至るまで一貫して製品開発プ

ロセスに適用できる。本手法を用いてバネ式のアシストスーツを設計・評価した結果、最大アシスト

トルクの誤差は 0.29％となり、試作機の特徴や改善点なども明らかになった。 

おわりに 

 本研究の一部は、経済産業省の国際ルール形成・市場創造型標準化推進事業費および文部科学省の

科学研究費助成事業により得られた成果である。 

参考文献 

１）Tanaka M, Xiang X (2025) Evaluation methods for assist suit and agricultural 

applications, JARQ. Vol. 59, No. 2. 

２）Xiang X, Tanaka M, Umeno S, Kikuchi Y and Kobayashi Y (2024) Fatigue assessment for 

back-support exoskeletons during repetitive lifting tasks. Front. Bioeng. Biotechnol. Vol. 

12. 
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令和６年度 農業機械研究部門研究報告会 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

農業機械研究部門 

〒331-8537 埼玉県さいたま市北区日進町 1-40-2 

令和７年３月６日発行 

本報告の取扱いについて 

本報告の全部又は一部を無断で転載・複製（コピー）するこ

とを禁じます。 

転載・複製に当たっては、下記までお問い合わせください。 

問い合わせ先： 

農業機械研究部門 研究推進部 研究推進室（広報チーム） 

メール：iam-koho@ml.affrc.go.jp

電 話：048-654-7030 

ＦＡＸ：048-654-7130 




	②
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16

	③
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27

	④
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21

	
	令和６年度

	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	
	令和６年度

	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	
	令和６年度




